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• 所属：武蔵大学社会学部メディア社会学科 教授（グローバルデータサイエンスコース主任）

• 主な学術的活動：
• 国際大学GLOCOM 主幹研究員／東京大学情報学環 客員研究員／
（公財）情報通信学会 理事／HITE-Mediaプロジェクト研究代表

• 主な社会的活動
• （一社）オープン・ナレッジ・ファウンデーション・ジャパン 代表理事
• （一社）SDGsデジタル社会推進機構理事
• （一社）インターネットユーザー協会 理事
• （一社）MyData Japan 理事
• デジタル庁 マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善WG 構成員
• デジタル庁 データ戦略推進WG 構成員
• デジタル庁 オープンデータ伝道師
• 総務省 地域情報化アドバイザー （幹事）
• 総務省 情報通信白書アドバイザリーボード 構成員
• 総務省 地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会 座長
• 総務省 自治体システム等標準化検討会（住民記録・地方税・選挙人名簿） 座長
• 厚生労働省 生活保護システム等標準化検討会 座長
• 消費者庁 消費生活相談デジタル化アドバイザリーボード 座長
• 千葉県 ICTアドバイザリー会議 座長
• 東京都 東京データプラットフォーム協議会 推進会議 委員
• 宮城県仙台市・東京都江戸川区・神奈川県横浜市・静岡県三島市 等にて 行政情報化・DX関連アドバイザー

• 企業との活動
• （株）かんざし 社外取締役
• Zホールディングス（株）ユーザー目線を踏まえたプライバシーに関する有識者会議 委員
• 株式会社アイネス総合研究所 アドバイザー など

• 執筆
• 連載「行政情報化新時代」『行政＆情報システム』（2011年～） 2

研究分野
• 情報社会学
• 情報通信政策



政府DX・スマートシティ連携部会成果報告
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政府DX・スマートシティの連携部会の概要

Copyright(C) Japan PFI/PPP Association ALL Right Reserved. 
4

政府DX・スマートシティ連携部会の目的

政府および地方自治体が、デジタル改革、すなわちDXを行い、その基盤となるデータと、そ
れが地域でのサービスに活用されることで、スマートシティとの連携の可能性を探ること、そし
て、新たな官民連携事業の可能性を探ることを目的とする。

政府のDX・スマートシティ連携部会メンバー

⚫ 座長：
庄司昌彦（武蔵大学社会学部メディア社会学科教授）

⚫ 地方自治体（50音順）：
岩崎俊彦氏（三島市 企画戦略部広報情報課 課長）、上原弘之氏（千葉市 総務局情報経営部
業務改革推進課 課長）、鈴木昌幸氏（岡崎市 総合政策部企画課 係長、谷内田修氏（前橋市
未来創造部未来政策課 課長）

⚫ 企業：
田尾研二氏（日本電気株式会社）、飾森正氏（株式会社国際社会経済研究所）

⚫ 事務局：
植田和男氏（特定非営利活動法人日本PFI・PPP協会 会長兼理事長）、野口泰孝氏（特定非営
利活動法人日本PFI・PPP協会 事務局長）、夏目範夫氏（同スマートシティ研究会事務局）、
井上浩弓氏（同スマートシティ研究会事務局）

注：メンバーの職制は連携部会発足時のものです。



政府DX・スマートシティ連携部会活動概要

第一回 第二回 第三回 第四回

2021/12/17 2022/1/10 2022/2/10 2022/3/10

取組み等
共有

• 政府DX政策につい
て（庄司教授）

• DX・スマートシ
ティ取り組み概要
（各市）

• デジタル社会の実
現に向けた重点計
画について（事務
局）

• DX推進に関する取
組みについて（三
島市）

• 動的静的データの
活用によるEBPM
推進（岡崎市）

• スーパーシティ構
想、デジタル田園
都市国家構想対応
（前橋市）2022／

• デンマークの公共
部門のデジタル化
（デンマークKMD
社桜井副社長）

• 下期活動成果とし
ての課題抽出整理
表（事務局）

主な論点 • 政府DX政策と自治
体DX戦略について

• あるべき全体戦略、
政府DX政策の位置
づけ

• 政府DX以外の行政
事務効率化視点で
の重要ポイント

• 地域DX、スマート
シティ視点での重
要ポイント、等

• 自治体は政府DXに
どう取り組むべき
か

• データベースマネ
ジメントの重要性

• ぴったりサービス
とガバメントクラ
ウド導入上の想定
取組課題

• マイナポータルの
改善等状況、等

• 自治体から見た包
括的データ戦略

• EBPMの市政にお
ける事例と今後の
課題

• スマートシティ構
想におけるIDの重
要性、公民連携、
等

• 政府DXとスマート
シティの諸課題

• 今後の方向性、対
応について、等



参考：課題抽出整理表・・・第四回事務局資料より抜粋

申請・手続き 内部事務 地域社会のデジタル化

理念

•政府重点計画(簡素化・プロセス再構築が急
務)と、デジタル田園都市構想(民間との連
携事業中心)がチグハグな印象

• 2040年問題（人口減・職員人員減）に向け
た目的意識が重要

• DXで行政の働き方をいかに魅力あるものに
するか

•個人データを生涯一元的に管理することの
功罪

•スマートシティは課題解決だけでなく価値
創出も目的とすべき

戦略
・
施策

•書面・押印・対面を前提としたルールによ
り、オンライン化が進まず

•紙原本の必要性、添付書類の性質等検証、
オンライン化に適した手続にする必要

•子育て等先行26オンライン申請の利用率が
低い。添付書類省略等簡素化・周知必要

•業務システムとの連携等配慮少ない

•自動化視点の重要性、必要性
•業務とプロセスとデータを全体最適の観点
でどう統合・設計するか

•庁内縦割り、ガバナンス問題
•紙前提業務の存在、現業務にシステムを合
わせてしまい逆にコスト高等の実態

•「紙資料化しなくてもサイトを見てもらう
=資料作成業務不要」等の発想転換必要

•準公共民間分野のサービスをワンストップ
化する戦略の欠如

•データ活用の目的（何を知りたいのか）と
手段（どういうデータが必要か）が整理さ
れず「今あるデータで何がわかるか」に終
始

•制度・ツール・風土課題でデータ活用進ま
ず

•地域人材の育成、NW環境の悪い地域の存
在

•利用困難な市民への支援

実務
・
人材

•窓口業務とオンラインで業務が二重に
•マイナポータルのUIの改善
•オンライン申請データを基幹システム迄連
携するための業務フロー見直し・BPR必要

•業務プロセスの見直しやAI・RPA活用につ
いて適切な判断や助言を行える人材の確保

•プロセスデザイン人材の確保
•デジタル人材育成メニュー

•システム調達資金の不足
•既存紙書類からデジタルデータへの変換
•データメンテナンス
•市民広報・統計報告等が、データの二次加
工であるのに、紙・エクセル経由の転記作
業の連続になっており自動化されていない

•データソースが内部にある場合（住基等）
でも庁内データ入手に所管課手続きが必要

•基本的な情報（例えば施設名称）でも庁内
横断のコード化がされていない

•市民・職員データのデータ活用の風土作り
•オープンデータ活用ハッカソンなど
• DX・スマートシティの接点としてのID連携
•マイナンバーで実現できない、生活・社会
サービスの利便性を提供するIDの構築連携

•市民参加型サービス構築
•民間データのオープン化、ビジネスモデル
整備、促進（Pay for Success等）

•民間資金ファイナンスモデルの構築
(SBI・PFI/PPP・企業版ふるさと納税等)

•スマートシティデータを分析するリテラ
シー



政府DX・スマートシティ連携部会における成果：主要課題認識

• 政府DX・スマートシティに取り組むにあたり、2040年問題（人口減・職員人員
減）にどう対応するかが基本。デジタルという手段を目的化しない

• スマートシティの目的は、都市の課題解決が強調されているが、データ等を使った
新たな価値創出も忘れてはならない

• DXが行政の働き方の負担になってはならない。
むしろいかに魅力あるものにするかの観点で取り組むことが重要

• 国・自治体、官・民、部門間、それぞれ業務とプロセスとデータを
いかに全体最適の観点で統合・設計するか、加えて徹底的な自動化が肝要

• データ利活用・EBPM実現に向けて、データ分析の目的なくデータを集めても意味
がない。地域の課題解決・価値創出に向けて何のデータが必要なのか、いかに視え
る化するか

• マイナンバー関連行政サービスだけでは、利用者たる市民は使いにくい。
ユーザ利便性向上に向けて、スマートシティサービスとの連携・ワンストップ化や、
パーソナライズ、民間IDとマイナンバーのIDをどう融合させるか

• データの取扱いに関しては「個人データを生涯一元的に管理することが果たしてよ
いのか」等、利用者のコンセンサスがないもの、理解浸透が不十分なものについて、
今後の議論やコミュニケーションを怠ってはいけない



今後の政府DXとスマートシティの方向性
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9
総務省「自治体DX推進計画概要」2020年12月 を元に筆者が下線・囲み・吹き出しを追加。

「2022年夏」にむけて
現在、改定中



10
総務省『自治体DX推進計画策定後の動き』, 地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会（第10回）, 2022年5月11日総務省『自治体DX推進計画策定後の動き』, 地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会（第10回）, 2022年5月11日



11
総務省『自治体DX推進計画策定後の動き』, 地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会（第10回）, 2022年5月11日



デジタル改革の現在

12
デジタル庁「今後のデジタル改革の進め方について」第1回デジタル社会推進会議（2021年9月6日） ※緑色の部分は筆者が加筆

令和3年12月24日閣議決定
『デジタル社会形成基本法（令和３年法律第35号）第37条第１項、
情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律
第151号）第４条第１項及び官民データ活用推進基本法（平成28年
法律第103号）第８条第１項の規定に基づき、デジタル社会の形成
に関する重点計画・情報システム整備計画・官民データ活用推進基
本計画を別冊のとおり定める。
これに伴い、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和2年12月25
日閣議決定）は廃止する』

10

月

岸
田
内
閣
発
足

7

月

参
議
院
議
員
選
挙

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」
2022年6月7日閣議決定



デジタル社会形成のための基本原則
→10原則（デジタル改革基本方針）
①オープン・透明②公平・倫理③安全・安心④継続・
安定・強靱⑤社会課題の解決⑥迅速・柔軟⑦包摂・
多様性⑧浸透⑨新たな価値の創造⑩飛躍・国際貢献

デジタル社会の実現に向けた重点計画の概要

国民に対する行政サービスのデジタル化

• 国・地方公共団体・民間を通じたトータル

デザイン（アーキテクチャの将来像整理）

• 新型コロナウイルス感染症対策など緊急時の

行政サービスのデジタル化

（ワクチン接種証明書のスマホ搭載の推進/

公金受取口座登録推進及び行政機関による利用）

• マイナンバー制度の利活用の推進

（情報連携の拡大/各種免許等のデジタル化）

• マイナンバーカードの普及及び利用の推進

（オンライン市役所サービス/市民カード化/民間利用推進/

健康保険証利用/運転免許証と一体化/市町村や業界に働きかけ）

• 公共フロントサービスの提供等

（ワンストップサービスの推進）

デジタル社会を支えるシステム・技術
• 国の情報システムの刷新
（重要システム開発体制整備/ガバメントクラウ
ドの整備/ネットワークの整備/政府調達）

• 地方の情報システムの刷新（標準化基本方針の策定等）
• デジタル化を支えるインフラの整備
（光ファイバ/ 5G/半導体/データセンター/海底
ケーブル）

• デジタル社会に必要な技術の研究開発・実証の
推進（情報通信・コンピューティング・セキュ
リティ技術高度化/スーパーコンピュータ整備）

デジタル社会のライフスタイル・人材
• ポストコロナも見据えた新たなライフスタイル
への転換（テレワーク/シェアエコ）

• デジタル人材の育成・確保（プログラミング
必修化/リカレント教育/女性人材）

今後の推進体制

我が国が目指すデジタル社会「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」

■デジタル社会の形成のために政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策等を定めるもの。（デジタル社会形成基本法37②等）

■デジタル社会の実現の司令塔であるデジタル庁のみならず各省庁の取組も含め工程表などスケジュールとあわせて明らかにするもの。

デジタル社会で
目指す6つの姿

デジタル社会の実現に向けた基本的な施策

暮らしのデジタル化

• 準公共分野のデジタル化の推進等

（健康・医療・介護（PHR/オンライン診療）/

教育（校務のデジタル化/教育データ利活用）/

防災/こども/モビリティ/取引）

産業のデジタル化

• 事業者向け行政サービスの質の向上に向けた取組

（電子署名/電子委任状/商業登記電子証明書/

GビズID/e-Gov）

• 中小企業のデジタル化の支援（IT専門家派遣/

IT導入補助金/サイバーセキュリティ対策支援）

• 産業全体のデジタルトランスフォーメーション

（DX認定制度/DX銘柄/DX投資促進税制/

サイバーセキュリティ強化）

①デジタル化による成長戦略 ②医療・教育・防災・こども等の準公共分野のデジタル化 ③デジタル化による地域の活性化

④誰一人取り残されないデジタル社会 ⑤デジタル人材の育成・確保 ⑥ DFFTの推進を始めとする国際戦略

具体策を考える上で前提となる理念・原則 目指す姿を実現する上で有効な戦略的な取組（基本戦略）

→Business Process Reengineering

→Data Free Flow with Trust

→デジタル3原則（国の
行政手続オンライン化原則）
デジタルファースト/
ワンスオンリー/
コネクテッド・ワンストップ

誰一人取り残されないデジタル社会の実現
→誰もが、いつでも、どこでもデジタルの恩恵を享受

BPRと規制改革の必要性 クラウド・バイ・デフォルト原則

デジタル臨時行政調査会
デジタル・規制・行政改革に通底する
構造改革のためのデジタル原則※に
沿って4万以上の法令等の適合を目指す

デジタル田園都市国家構想実現会議
デジタル原則の遵守やデータ基盤の
活用等を前提に、各地域の社会的課題
の解決などに向けて様々な取組を支援

国際戦略の推進
DFFT/諸外国デジタル政策関連機関との連携強化

※①デジタル完結・自動化原則 ②アジャイルガバナンス原則 ③官民連携原則 ④相互運用性確保原則
⑤共通基盤利用原則

※進捗把握指標の設定

※デジタル推進委員の全国展開

（政府のデジタル改革推進体制強化）

サイバーセキュリティ等の安全・安心の確保
国際情勢の変化等へ対応/国家安全保障上のリスクへの対
応としてのサイバーセキュリティの確保/個人情報保護

包括的データ戦略の推進
トラスト/ベース・レジストリ/オープンデータ

デジタル産業の育成
クラウドサービス産業・ITスタートアップの育成

Web3.0の推進
ブロックチェーン技術を基盤とするNFTの利用等の環境整備

※トラスト基盤構築を推進

→ Personal Health Record

デジタル庁資料より ※緑色と黄色の部分は筆者が着色



デジタル臨調・デジタル原則

• デジタル臨時行政調査会（デジタル臨調）

– デジタル改革・規制改革・行政改革に関する横断的課題の一体的検討が目的

– 2021年末の「デジタル原則」に沿い、「目視」や「対面」「書面」「常駐」等を求め
る法令や通知等を横断的に洗い出し2022年春に「一括的な規制見直しプラン」を作成

– その後3年程度を「集中改革期間」とする

• デジタル原則

– 1．デジタル完結・自動化原則：

• 書面・目視義務の見直し、行政内部を含むデジタル対応等

– 2．ジャイルガバナンス原則：

• リスクベースで性能等を規定、データに基づく政策形成等

– 3．官民連携原則：

• ベンチャーなど民間の力を最大化する官民連携等

– 4．相互運用性確保原則：

• 国・自治体のばらつき解消、システム間相互運用等

– 5．共通基盤利用原則：

• 官民で共通基盤を利用、調達仕様標準化・共通化等

14

「アジャイル・ガバナンス」と
は、政府、企業、個人・コミュニ
ティといった様々なステークホ
ルダーが、自らの置かれた社会的
状況を継続的に分析し、目指す
ゴールを設定した上で、それを
実現するためのシステムや法規制、
市場、インフラといった様々な
ガバナンスシステムをデザインし、
その結果を対話に基づき継続的
に評価し改善していくモデル

※デジタル臨調では、新規／改正する法令・通知・通達のデジタル原則適合性を確認する「デジタル法制局」設置も検討



15
内閣官房『デジタル田園都市国家構想基本方針について』, 地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会（第12回）, 2022年6月16日
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デジタル庁「牧島大臣提出資料 データ連携基盤の整備について」『デジタル田園都市国家構想実現会議（第４回）』（2022年2月） ※緑色の網掛け部分は筆者が追加。
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デジタル庁「牧島大臣提出資料 データ連携基盤の整備について」『デジタル田園都市国家構想実現会議（第４回）』（2022年2月） ※緑色の網掛け部分は筆者が追加。



ここまでのまとめ

• 行政と地域社会、2つのDXが同時に進行

– 行政：自治体DX（標準化など）＋デジタル臨調（規制一括見直し）

– 地域社会：デジタル田園都市（スーパーシティ、スマートシティ、ま
ち・ひと・しごと：地方創生）

• それぞれの動きも重要だが、「両者をどうつなぐか」も重要

– 例：自治体DX↔仕事・移住・子育て教育・交通・地域コミュニティ

18

「政府DX・スマートシティ連携」
・ユーザーIDはどう連携する／使い分ける？
・データをどう連携させる？
・どんなサービスを実現させる？
・EBPMは進むか？



どんな都市を目指すのか
どのように目指すのか

19



現状を誰でも把握できるようにする

20

東京都「新型コロナウイルス感染症対策サイト」

内閣官房「新型コロナウイルス感染症サイト」
内閣府地方創生推進室＋内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局
「V-RESAS」 https://v-resas.go.jp/



2次元から3次元へ

21
“PLATEAU” by 国土交通省 https://www.mlit.go.jp/plateau/



バルセロナのスマートシティ
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Source: the City council of Barcelona

Barcelona.de 

より「人のためになる」
デジタル化とはどのようなものか、
人間らしい社会をどう実現するか
を考えたい



小売店・飲食店の多様性とそのエリアの売り上げの間に相関

• 街路レベルにおける小売店・飲食店の
多様性とそのエリアの売り上げの間に
正の相関関係

• 同タイプの小売店・飲食店だけが集積
している街区より、様々な種類の店舗
がモザイク状に集積している街区のほ
うが、より多くの富を惹き付けること
がデータによって実証

• 「この結果はジェイン・ジェイコブズ
が提唱した多様性（そのなかの都市商
業の多様性）の定量化を通して、街路
の賑わいを構成している小売店・飲食
店の「集積のしかたの違い」による経
済効果をデータで裏づけ」

• 参考：バルセロナ市：都市生態学

23
吉村有司・熊越祐介・小泉秀樹, 「ビッグデータを用いた都市多様性の定量分析手法の提案 ～デジタルテクノロジーでジェイン・ジェイコブズを読み替える～」東京大
学先端科学技術研究センター , 2021年12月8日. https://www.rcast.u-tokyo.ac.jp/ja/news/release/20211208.html



データ活用とシビックテック

• データ活用におけるシビックテックの重要性

– データ流通とその活用を持続的に行うには、当該地域住民が中心となり課題
解決を担うシビックテックを根付かせる事が重要（瀬戸・関本2016）

• 幅広い人々の協働が必要

– 幅広い人々の協働が不可欠（白松ほか2015）。

– 「非技術者多数群」が最も多く成果物を作っている（大西ほか2019）

– エンジニア不足（榎並2018）

• コミュニティ運営が重要

– 「成果物多数群」は役割分担をしグループに分かれて活動。非技術者人材が
活躍できる環境づくり、解決すべき課題を持つ外部団体との協力の構築、コ
ミュニティ内で活躍する人材を称賛する風土づくりが重要（大西ほか2019）

– 伴走しながらサポートしてくれるコミュニティの存在は、継続的な活動でと
ても重要（稲継ほか2018（鈴木））

24

榎並利博（2018）,「シビックテックに関する研究 : ITで強化された市民と行政との関係性について」『研究レポート』No.452, 富士通総研経済研究所.

大西翔太,小林重人,橋本敬（2019）,「シビックテックにおけるアプリ開発に影響する要素は何か？ -技術者と非技術者の関係に着目した分析」,『第81回全国大会講演論文集』, pp515-516.

白松俊, 大囿忠親, 新谷虎松（2015）, 「Linked Open Dataを用いたシビックテックプロジェクトの透明性向上と協働促進」, 『人工知能学会全国大会論文集』JSAI2015巻.

瀬戸寿一, 関本義秀（2016）,「地理空間情報のオープンデータ化と活用を通した地域課題解決の試み～「アーバンデータチャレンジ」を事例に～」,『映像情報メディア学会誌』70巻, 11号, 

pp840-846.

稲継裕昭（編著）, 鈴木まなみ, 福島健一郎, 小俣博司, 藤井靖史（著）（2018）, 『シビックテック ICTを使って地域課題を自分たちで解決する』, 勁草書房.



オープンガバメントとスマートシティ

• スマートシティは、AIなどのテクノロジーとデータに支えられる

– 誰もが自由に活用できる（質の高い）データがどれだけあるかが、
スマートシティの水準を左右する

– オープンなデータは市民参加（シビックテック）や課題解決を促進する

– 街の現状を把握したり、予測したり、最適化（シェア、マッチング、配
分、高度化）したりすることが可能になる

• 利便性向上や課題解決だけでいいのか

– 都市は税金を払えばひたすら課題を解決してくれる自動販売機のような
存在になり、「計画経済」や「法の自動執行」を実現すればよいのか

– テクノロジーの使い方を理解したうえで、どのような都市や社会を作っ
ていくのか、どんな価値を大事にするのかという市民対話が重要では

25



データ時代の社会資本整備で
カギを握る地元企業（地方豪族企業）

• 地元企業の持つ可能性と投資への期待

• 地域の社会環境や人々の活動の、さまざまなデータを活用できる社会において
は、地域で人々の生活に密着して多種多様なビジネスを立ち上げてきた地元企
業には、分野横断的にデータを取得し、活用を主導していける可能性がある。

• 昔、地元企業（地方豪族企業）が鉄道や病院、学校など社会資本整備を担って
きたように、データ時代の社会資本整備にも現代の地方豪族企業に期待

• 地域のデータ活用基盤の担い手は、世界的プラットフォーム企業とは限らない

• 「地方豪族企業」の定義／特徴

• 生活に密着：飲食や交通、サービスなど一般消費者の生活に密着した事業

• 多角的経営：既存事業を生かし異分野事業も幅広く手掛けるコングロマリット

• スピード感：素早く事業内容を転換する。独自性に拘らない

26



拠点拡大

多角化

関
連
産
業

地域

□株式会社タカハシ

□株式会社ネオコーポレーション

□株式会社田名部組

□株式会社ナスキー

株式会社コシダカホールディングス◆

株式会社ヤマダ電機◆

株式会社丸和運輸機関◆

□株式会社ネクストワンインターナショナル

イオン株式会社◆

株式会社ニトリホールディングス◆

アパホールディングス株式会社●

□株式会社メディケア―

株式会社コメリ●

□株式会社エル・ローズ

●株式会社バローホールディングス

●鈴与株式会社

●ヨシコン株式会社

●株式会社トーシン

リゾートトラスト株式会社●
●株式会社東祥

●株式会社諸戸ホールディングス

□株式会社ヨネダ

◆株式会社ファーストグループ
●株式会社田部

●両備ホールディングス株式会社

□株式会社A&C

●山田石油株式会社

●株式会社タカガワホールディングス

□株式会社エイトワン

●入交グループ本社株式会社

株式会社麻生◆

●株式会社ワールドホールディングス

●昭和自動車株式会社

●株式会社日米商会
●岩崎産業株式会社

●株式会社りゅうせき

都道府県内 地方内 全国化

一
つ
の
事
業
分
野
を
中
心
に
発
展

事
業
分
野
が
多
角
化

◆：「ヤンキーの虎」の企業、□：「新・地方豪族」の企業、

□株式会社NSGホールディングス

●三谷商事株式会社

株式会社両備システムズ●
株式会社インテック●

●株式会社TKC
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筆者作成

分野拡大型地方豪族企業
・地域に根付き多様な事業を行う



SNS /  
messeng

er

携帯
電話
事業

端末 決済 EC 店舗・
配送

ライド
シェア
交通

検索・
広告

ニュー
ス

動画・
音楽

地方
豪族

○ △ △ △

Google ◯ ◯ ○ ○ ○ ○

Amazon ◯ ○ ○ ○ ○ ○

Facebook ◯ ○ ○ ○

Apple ◯ ○ ○ ○

楽天 ○ ○ ○ ○

Yahoo! /
LINE / SB

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Docomo ○ ○ ○ ○ ○

KDDI ○ ○ ○ ○

コン
ビニ

○ ○ ○

Baidu ◯ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Alibaba ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Tencent ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
筆者作成

ポイント・店舗・交通・広告・
ニュース（地域情報）に可能性

オンライン・オフライン融合＋多角化

オンライン・
コンテンツ中心

携帯
電話 決済

ローカル・プラットフォームとしての地方豪族企業



地方豪族企業の典型

29

分類 概要 データ活用の可能性

建設系 土木・建築事業などを通じて、
土壌や地下埋設物、社会インフラの
所在や機能、メンテンスに関する情
報、不動産市場の動向や空き家の活
用に関する情報などを保有

行政のオープンデータと組み合わせ
て都市開発やまちづくり、災害対応
などに役立つ可能性

エネルギー系 自動車修理販売・燃料・不動産・住
宅関連・保険代理店、電力、再生可
能エネルギー等に多角化

地域のエネルギー需要や自動車利用
状況、交通状況に関する情報を保有

環境エネルギー分野、交通関連の
サービス高度化などに役立つ可能性

鉄道系 地域開発・交通系で多角化

大手私鉄15社は鉄道・交通以外に幅
広い分野を手がける地方豪族

移動、消費、地域環境などさまざま
なデータを持ち、交通の高度化や個
人起点の多様なサービスの基盤とな
る可能性がある。



交通系地方豪族

30

鉄道以外の事業 主な企業

交通関連（バス、タクシー、パーキングエリア） 大半の企業

鉄道車両整備事業 京成、京王、小田急等

旅行・レジャー事業 全社

建設業、不動産業 全社

ホテル業 東武、東急、小田急、西武、相鉄、名鉄、近鉄

ビル・百貨店・流通業、クレジットカード 全社

ビル管理事業 京王、京急、小田急、相鉄、名鉄、近鉄

人材派遣事業 京王、小田急、相鉄、名鉄

ソフトウェア・情報処理 京王、京急、小田急、名鉄、近鉄、南海、阪神

経理事業 京王、小田急等

広告代理店 東武、名鉄、近鉄等

保険代理業 京成、西武、相鉄、名鉄、近鉄

葬儀事業 京王、西武

自動車学校・学校 京成、京急、西武、名鉄、近鉄

プロ野球チーム 阪神、西武

筆者作成



庄司ゼミ版「シビックパワーバトル」
地域ごとにチームにわかれ、オープンデータを活用して街の魅力を発掘し

バトル形式のプレゼンテーションを行う

• 形式：

– 練馬区 vs 豊島区 vs 中野区

– 各区・各テーマ5分発表＋5分質疑応答

• テーマ：

– 「昼」・「夜」・「休日」

• 使用データ：

– 各区役所のオープンデータ・統計

– SSDSE（教育用標準データセット）

市町村データ125項目

– Yahoo! DSInsightのデータ

– 内閣府「地域経済分析システム」

（RESAS）

– e-Stat 政府統計の総合窓口／

地図で見る統計（jSTAT MAP）

– その他、民間調査データを組み合わせ

るなどしたオリジナルデータ
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ムサシテレビ2021『「ゼミってどんな勉強するの？（１）社会学部GDS 庄司ゼミ
の「データサイエンス」」』（YouTube）

https://youtu.be/PfjvJnkQL4k

街の魅力を競うとき、
人口が多ければいい（練馬区）
繁華街・ビジネス街があればいい（豊島区）
とは限らない



人が多ければいい、
繁華街・ビジネス街があればいい、とは限らない

• 参考：企業規模と収入・働きがい

– 儲かっている中小企業、ブラッ

クな大企業…

• 豊かな小都市

– サンセバスチャン（スペイン）

人口18万人

– エペルネ（フランス）

人口2.3万人

– 猿払村（北海道）人口2884人

– 神山町・上勝町（徳島県）、

海士町（島根県）では

人口が社会増の年もある
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海士町の人口の社会・自然増減（人）
筆者作成。データ出典：海士町ホームページ



私達は人間信仰・技術信仰の中にいるのか？

• 1960-70年代の「未来学」と同じ誤りを繰り返していないか？

• シンギュラリティ（レイ・カーツワイル）

– 大変夢想的。シンギュラリティ論も計算力の進化に着想を得た直感
的なもので根拠は薄弱

• デジタルネイチャー（落合陽一）

– 人々は「機械を中心とする世界観」に対応しなければならず、「全
体最適化による全体主義は、全人類の幸福を追求しうる」のだから
「誰も不幸にすることはない」という危険

• ホモデウス（ユヴァル・ノア・ハラリ）

– 2010年代の知的ヒーローだった。人類はすごい、という話だから受
けがよかったのだろう。ぼくは当時から懐疑的だったが、コロナ禍
の混乱は彼の弱点を端的に示したのではないか

• パンデミックのドタバタは、この四半世紀、情報技術とともに
勢力を拡大し続けてきた過剰な人間信仰と技術信仰に対して、
大きな冷や水を浴びせかける経験だった。（つまり人類は賢く
なっていないのでは）
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東浩紀
1971年生まれの批評
家、哲学者、小説家。

株式会社ゲンロン創
業者・取締役、合同
会社シラス代表取締
役。

参考：東浩紀「ハラリと落合陽一 シンギュラリティ批判」『文藝春秋』2022年5月号 および東氏のツイート

→ 地に足を着け、技術主導ではない、地域のためのDX・スマートシティ化を考えていくべき
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現代は、文化の時代であります。私は、この文化の時代の生き方として、かねてより、日本
型福祉社会の建設を提唱いたしております。日本の文化は、人間と自然、精神と物質、自由と
責任の相互に対比されるものの均衡のとれた調和を大事にする伝統を持っております。しかし、
明治以降近代化に邁進してまいりましたわが国は、この面に十分な配慮を払ってきたとは申せ
ません。そうした反省に立った対応の一つが、田園都市国家の構想であります。

わが国におきましては、古来、都市の文明と広い田園の生活の間に城壁を設けることなく、
都市と田園が相互に交流し、補完し合うという特徴を示してまいりました。今日、この特長を
生かし、都市は田園の持つゆとりを、田園は都市の持つ活力を備えることが強く求められてお
ります。文化の時代は、同時に地方の時代であります。われわれは、大都市、地方都市、農山
漁村を通じて、自主性に富み活力に満ちた多様な地域社会の形成を促すことを、二十一世紀へ
向けての国づくり、町づくりの基本に据えたいと思っております。この構想に沿って、都市と
田園をつなぐ緑の造成、地域社会における指導的人材の育成、地域における文化活動の展開な
どの施策を積極的に進め、従来の施策の補強と再編成を図ってまいりたいと考えております。

そのためのもう一つの対応が、落ちつきと思いやりに満ちた家庭基盤の充実であります。わ
が国では、家族間の暖かいきずなを大切にする気風がなお強く継承されております。しかしな
がら、都市化、核家族化、高齢化の進行の中で、家庭をめぐる内外の環境も著しく変貌し、さ
まざまな問題が起きていることも事実であります。われわれは、住宅及び居住環境の質的改善
を進め、生涯教育を充実し、ボランティア活動その他の地域福祉活動を支援するなど、家庭基
盤充実のための条件整備に全力を傾けてまいる考あります。

大平正芳「第88回臨時国会 所信表明演説」1979/9/3



政府DX・スマートシティ連携部会成果報告会セミナー
（第197回日本PFI・PPP協会セミナー）

政府DX・スマートシティ連携部会成果報告 および
今後の政府DXとスマートシティの方向性

庄司昌彦 Masahiko SHOJI
武蔵大学社会学部メディア社会学科 教授

36


